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ＳＡ/ＰＡ資産の評価方法について



ＳＡ/ＰＡ資産の評価方法について
１．前提条件

民営化後の状態を前提として、土地･建物一体として評価を行い、

一体としての価格を土地と建物に配分。

【前提条件】

土地/建物の所有者は同一であることを前提（現状は土地:ＪＨ、建物:財団）

新会社の承継する資産は道路区域外に存することを前提（一部道路区域内に存するエリアは道路

資産同様の評価手法による）

鑑定評価は国土交通省「資産評価･会計基準検討会」の報告書に基づき鑑定機関が実施
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【評価対象エリア】

○鑑定評価を行うエリア数　　６７３エリア

　　　　◇営業施設のあるエリア５１５

　　　　　　　　★財団が運営しているエリア　４９８

　　　　　　　　　　　　・第三者営業（賃貸型）　４１７　

　　　　　　　　　　　　・直営営業（運営委託）型　６９

　　　　　　　　　　　　・混在型　１２

　　　　　　　　★ＪＨが直営にて運営しているエリア　２

　　　　　　　　★第三セクターが営業　１５

　　　　◇営業施設の無い（無人）エリア　１５８

※新倉ＰＡ、東大阪ＰＡ等の高架下などにあり、道路区域から外れず、土地を承継しないエリアに

ついては、道路敷地と同様の評価を行う。
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２．評価方法

「収益還元法による収益価格」を標準として、「原価法による積算価

格」を比較考量して土地・建物一体の価格を算出
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　　国土交通省「資産評価･会計基準検討会」の報告書の要旨

　　○第三者営業型及び直接営業型

収益性が重視されるため、「収益還元法による収益価格」を標準として、「原価

法による積算価格」を比較考量して土地・建物一体の価格を求める。

ただし、大規模な園地を含む場合や交通量が著しく少ない場合など、収益価格

が積算価格を大きく下回る場合には、積算価格を標準として、収益価格は参考

に留める。

　　○（営業施設のない）無人エリア

無人エリアについては、取引事例比較法による比準価格によって土地価格を求

める。



３．積算価格の算出方法

土地価格については、対象ＳＡ/ＰＡと類似の土地に係る取引事例

価格等を比準し、これに建物に係る積算価格を合算のうえ、土地・

建物一体の価格 を算出

　　（１）土地価額の考え方

取引事例比較法等による比準価格によって更地としての土地価格を求める 。

ＳＡ/ＰＡ施設の敷地は、建物運営に必要となる敷地、園地、法面等に区分される

ため、土地価格を評価する場合には、それぞれの区分に従って価格を算定する。

基本的には、周辺の類似不動産の取引事例を収集するが、交通量等から見た

繁華性の程度を考慮し、事例地の収集範囲を拡大する。

　　（２）建物価格の考え方

再調達原価に減価修正を行って建物積算価格を求める 。
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４.収益価格の算出方法

ＳＡ/ＰＡ施設は収益施設を有することから、収益還元法による収益

価格を算出
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　　（１）純収益（総収入－総費用）

　　　○総収入

営業料収入･直営事業収入等を基礎として総収入を査定 。

　　　○総費用

現在エリア全体で発生している費用項目のうち、賃貸用不動産の運営･管理に一

般的に必要と認められる費用を過去３年程度の実績等を勘案して計上

　　（２）還元利回り

標準エリアを選定したうえで、当該エリアの特性を総合的に勘案して還元利回りを

査定。これを基準として、各エリアの個別性を総合的に勘案して、他のエリアの還

元利回りを個別に査定。
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（参考）
鑑定機関による評価事例（営業施設の存するエリア）
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（参考）
鑑定機関による評価事例（無人エリア）
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参考
現在のＳＡ・ＰＡの概要（民営化前の現状について）

１　主な施設

　　　道路サービス施設

　　　　　　休憩所

　　　　　　レストラン・売店

　　　　　　道路案内所

　　　　　　給油所

　　　　　　駐車場

　　　　　　トイレ

　　　　　　園地（遊具、ベンチ等）
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２　権利関係

レストラン・売店等の建物

⇒財団の所有

建物敷地（破線内）は財団が占用
敷地は全てＪＨが所有

トイレ・電気室等の建物

⇒ＪＨの所有

○○SAﾚｽﾄﾗﾝ トイレ売店

※民営化前の現状における法的位置付け

　　・サービスエリア、パーキングエリアは道路区域内にある。

　　・道路サービス施設は、占用者（財団等）が道路管理者（ＪＨ）から道路占用許可を受けて建設し、
　管理運営している。

　　・道路サービス施設は、道路占用物件であるため、道路法の適用及び占用許可条件の制約を受ける。

　　・一部直営箇所を除き、占用者と営業委託契約を締結した営業者が実際の営業を行っている。

　　　（道路案内所、休憩所等占用者が直接提供しているサービスもある。）
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３　民営化後の権利関係

※法的位置付け

　　○土地/建物の所有者は同一であることを前提（現状は土地:ＪＨ、建物:財団）

　　　○新会社の承継する資産は道路区域外に存することを前提

トイレ売店○○SAﾚｽﾄﾗﾝ

レストラン・売店等の建物

⇒新会社の所有

トイレ・電気室等の建物

⇒機構の所有

園地等の敷地は
新会社が所有

トイレ・駐車場の敷地は
機構が所有
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４　会社と機構の承継範囲（例）
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東北自動車道　紫波サービスエリア（下り）
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東北自動車道　紫波サービスエリア（下り）

進入路からみたＳＡ全景 入り口付近

ガソリンスタンド
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道路案内所
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レストラン スナックコーナー

休憩所 ショッピングコーナー
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